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自己紹介
• 研究分野・手法

– 国際経済学・開発経済学

– データを利用した統計的実証分析
（少数のケースからは見えないものを見る）

• 研究テーマ

– 企業のグローバル化生産性・雇用
（日本［中小企業含む］・中国・インドネシア）

– 日本のODAの効果（世界・インドネシア［中小鋳造企業に

対する技術援助含む］・エチオピア）

– 社会ネットワーク災害からの復旧・技術・情報伝播

（日本［被災地中小企業］・エチオピア［地方の零細企業クラ

スター含む］・インドネシア）
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本日の講演の内容

3

多様なつながりが経済成長を促進する

企業の国際化で多様なつながりを構築

つながり構築には政策が必要
（ただし、必ずしも保護主義的でないもの）

長期的な経済成長の源泉は？

4

設備投資・公共投資は
短期的には効くが、

長期的には収益率低下
成長に寄与しない

内閣府『平成25年度
年次経済財政報告』

資本ストックは
増えたが

収益率は
下がっている
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出所：世界開発指標

研究開発支出額（GDP比，％）

日本

アメリカ

ドイツ

OECD平均

長期的な経済成長の源泉は
「技術」進歩・イノベーション・知恵の創造

研究開発の量は
十分

研究開発以上の
何かが必要
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「世界は狭い」的
ネットワーク

（友達の友達…は米大統領）

よそ者とのつながり
新しい知識の伝播

(Watts & Strogatz, 1998)

密度の濃いネットワーク
（友達は皆友達同士）

ネットワーク内での

知識の共有(Centola, 2010) 

多様なつながりが
技術進歩のために必要

産業集積
地域内のつながり

グローバル化
海外とのつながり

3人寄れば
文殊の知恵

強いきずなとよそ者とのつながりは補完的
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他分野の
研究者

研究者
いつもの
研究仲間

も優れた研究業績
（特許数で計測）

ドイツ自動車関連研究者の例（Rost, 2011）

アメリカのハイテク企業の社内プロジェクトの例
（Tiwana, 2008）

同じ部署＋よそ者 高の業績
8

エチオピア農村における実証研究結果
（Todo, Matous, Yadate , 2013）

地域内のネットワークが密
（複数の情報のフローが必要）

農業普及員との
信頼関係が必要

より複雑な有機農法の普及のためには

農業普及員（よそ者）を
知っていればよい

単純な並木植えの普及のためには？
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同じ農業技術
研修を

村落内・州都・
ジャワ島の
3か所で実施

インドネシア・ランプン州コーヒー・ココア農家での
実証実験（300世帯）

新技術を実際に
使用したのは
ジャワ島で研修
を受けた農民

接ぎ木の技術

よそ者との
つながりで
新しいこと
に対して
寛容に？

日本の近代化もよそ者とのつながりに
負うところが大きい
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英国留学で
開国派に転じた

伊藤博文

下関戦争の敗北で
長州藩も開国派へ

明治維新後も
岩倉使節団が
大きく貢献

とは言え、よそ者とのつながりがうまく作用したのは、
国内の密なつながりがあったからこそ

11

つながりには政策が必要

つながりの

構築にはコストが
かかる

誰かがつないで
くれるのを待つ

誰かが
つなげば
皆にプラス

つながりの構築には外部性がある

政策的につながりを支援することは
経済全体にプラス

写真：2011年8月3日仙台にて

つながれば きっと
みんなのチカラになる



• 江戸時代の鎖国
幕末期の尊王攘夷
（明治維新によって
多様なつながりを構築成長軌道へ）

• 大恐慌ブロック経済化第2次世界大戦
（敗戦で多様なつながりを再構築高度成長）

• 1960年代のラテンアメリカにおける
輸入代替工業化政策
開放的な政策を採用した東アジアにくらべて
長期的に経済が停滞

地域内の密なつながりが閉鎖性を高め、
むしろ多様なつながりを阻害する

13 14

閉鎖的つながり ますます閉鎖的経済停滞

内向きのつながりの悪循環に陥る可能性も

非競争的な環境が
悪循環を促進

農業・地方
日本全体？
政治的にも？

悪循環を断ち切るには
非常に大きな外圧（黒船・敗戦）や
よそ者とつながる変わり者が必要

よそ者とのつながりをつくる企業の国際化は
生産性を向上させる
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規模の経済

知識集約型
生産工程への特化
（FDI，生産委託）

海外の知識・技術
の吸収

輸出によって生産性は上昇する

16

6

7

8

9

10

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

労
働
生
産
性
（
百
万
円
／
人
）

2000年に輸出を開始した企業の平均

1995年から2007年まで一切輸出していない企業の平均

グローバル化で本当に成長できるのか？

出所：経済産業省『企業活動基本調査』



企業の国際化のTFP成長に対する効果：
日本の企業レベルデータによる研究成果
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論文 国際化指標 データ 結果

Kimura et al. 
(2006)

輸出
FDI 企活

輸出：+2.4％
FDI：+1.8％

Hijzen et al. 
(2007) FDI 企活

+2%
（頑健でない）

Todo et al. 
(2008) 海外R&D 企活＋

海事
革新的R&D：
+2.8%（平均）

Hijzen et al. 
(2010) 海外生産委託 企活

企業内委託(FDI)：+
企業外委託:なし

Edamura et al. 
(2011) FDI 企活

欧米向け：+2.6%
アジア向け：なし
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海外
直接投資・
生産委託

短期的
雇用減

生産性
増

長期的
雇用増

空洞化？

国際化の国内雇用に対する効果

＋か－かは、実証的検証が必要

輸出は雇用を増やす

19

輸出開始後の企業と非輸出企業との
平均雇用成長率の差

輸出から
出所：Tanaka (2012a)

海外直接投資も必ずしも雇用を悪化させない

20

直接投資
開始

1年後 2年後 3年後1年前2年前

20%

10%

0%

海外直接投資を
開始した企業の平均

日本の製造業企業の雇用成長の推移

同様の規模や生産性
ながら海外投資をして
いない企業の平均

差12%

出典：Tanaka (2012b)



中小企業も海外進出で雇用を減らさない
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海外直接投資・海外生産委託を
行っている中小零細企業

行っていない中小零細企業

出典：中小企業庁・三菱UFJリサーチ＆コンサルティングによる
『国際化と企業活動に関するアンケート調査』を基にしたTodo (2012)

国際化の国内雇用に対する効果：
日本の企業レベルデータによる研究成果
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論文 国際化指標 データ 結果

樋口 & 松浦
(2003) FDI 企活

FDI当初：－
6年後：＋

Hijzen et al. 
(2007) FDI 企活

1年後：+2.9%
2年後：+4.2%

Yamashita et al.
(2010) FDI 企活＋

海事
効果なし

Edamura et al. 
(2011) FDI 企活

欧米向け：なし
アジア向け：－1.9%

Tanaka (2012b) FDI 企活
1年後：+9.6%
2年後：+11.9%

Tanaka (2012a) 輸出 企活
1年後：+4.6%
2年後：+6.2%

企業の国際化の国内雇用に対する効果：
日本の産業レベルデータによる研究成果

23

論文
国際化
指標

データ 結果

Agnese 
(2009)

海外生産
委託

JIP
データベース

モノ：効果なし

サービス：効果なし
（もしくは＋）
（GMMの結果による）

Agnese 
(2012)

海外生産
委託

OECD IO
サービス：

技能労働者＋
単純労働者：－

Ahn et al. 
(2008)

海外生産
委託

Asian
International 
IO Tables

大卒：＋14000
高卒：－60000
中卒：＋44000

なぜ海外進出しても
国内雇用は減らないのか？
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日本エー・エム・シー（福井市）の例

（会社ウェブサイトより）

• 配管部品（建設機械向け「継ぎ手」）
• 1997年中国上海工場設立
• 2006年バンコク工場設立
• 従業員数 1997年70人2013年 146人

海外での技術指導・品質管理などの業務増加
（2011年11月3日日本経済新聞）



国内に技術があれば
グローバル化しても利益は国内に残る
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iPadの利益配分

Dedrick et al. (2011)

Appleの利益
30％

運送・小売
15％

Apple以外の
アメリカ 2％

台湾2％日本1％
韓国7％

不明
5％

中間財
31％

中国の労働者
2％

中国以外の
労働者5％
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国内に技術があれば
グローバル化しても雇用も国内に残る

生産
小売
等

エンジ
ニア

計 給与

アメリカ 30 7,789 6,101 13,920 $7.5億

アメリカ
国外

19,160 4,825 3,265 27,250 $3.2億

計 19,190 12,614 9,366 41,170

iPadによる雇用

Linden et al. (2011)

『国際化と企業活動に関するアンケート調査』

• 中小企業庁が三菱UFJリサーチ・コンサルティング
に委託して中小企業に対して実施（2009年12月）

– 中小企業：従業員300人未満または資本金3億円未満

• 調査対象

– 経済産業省『工業統計調査』、同『商業統計調査』、
東洋経済新報社『海外進出企業総覧』、および
JETROの内部資料によって
輸出・FDI企業と認定された企業約8000社

– 経済産業省『工業統計調査』、同『商業統計調査』
から無作為に選ばれた非国際化企業約10000社

– 18,407社にアンケート送付し、3,512（19％）が回答
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中小企業による海外生産委託の効果：
（戸堂，2012; Todo, 2013）
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国内雇用 大卒比率 労働生産性

に対する効果

企業内委託
（直接投資）

効果なし ＋ 効果なし

企業外委託 効果なし ＋ ＋

データ：中小企業庁による企業調査（2009年）
＋工業統計
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ネットワークは「経済の強靭化」にも有用
（戸堂他 2013, Todo et al. 2013）

被災地企業データ
＋東京商工リサーチ企業相関データ
中小企業中心915社
（従業員数中央値29人）

サプライチェーン・ネットワークが
東日本大震災からの復旧に及ぼした効果
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操業停止日数
（短期の復旧）

年間売上高
変化率

（長期の復旧）

に対する効果

被災地内
仕入先企業数

効果なし ＋

被災地外
仕入先企業数

ー
（復旧には＋）

効果なし

仕入先の
仕入先企業数

＋
（復旧にはー）

効果なし
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供給網の分断によるマイナスの効果

＋供給網を通じた支援によるプラスの効果

＋供給網を通じた代替調達先の確保によるプラスの効果

＝差し引きプラスの効果

供給網の分断によるマイナスの効果

＋供給網を通じた支援によるプラスの効果

＋供給網を通じた代替調達先の確保によるプラスの効果

＝差し引きプラスの効果

供給網ネットワークが
災害に対する企業の強靭性を強化

供給網ネットワークが
災害に対する企業の強靭性を強化

ただし、地域内と地域外の両方につながった
多様なネットワークが必要

ただし、地域内と地域外の両方につながった
多様なネットワークが必要

国際化の効果のまとめ

1. 生産性↑
2. 国内雇用を減らさない

3. 高度人材に対する需要↑
• 中小企業においてもこれらの効果が期待できる

• ただし、国際化の効果は、企業の性質や国際化
のタイプによって、必ずしも一様ではない

32
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日本経済のグローバル化の遅れが
経済停滞の大きな原因の1つ

33出典：World Development Indicators（2006～2011年の平均）

輸出／GDP（10％）

対内直接投資／GDP（％）

対外直接投資／GDP（％）

対外直接投資（10億ドル）
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特に地方に外資企業がほとんどない
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経済産業省『外資系企業動向調査』
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/result/result_45.html

外資企業の地域別割合（％）

中小企業は特に国際化していない
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輸出企業数
（中小製造業）

輸出企業の割合（％，右目盛）

中小企業白書2012年度版
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従業員数別輸出企業の割合
（中小製造業）

従業員数別の直接投資企業の割合

企業規模が国際化を左右する

中小製造業

中小企業全体

中小企業白書2012年度版

中小企業庁『国際化と企業活動に関するアンケート調査』
（2009年12月実施，製造・非製造業中小企業3513社）による分析
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日本には生産性が高いのに
国際化していない中小企業が多数ある
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臥龍企業

日本企業（大企業・中堅企業）の国際化要因
(Todo, 2011)
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• 輸出・FDI・国内のみの3つからの選択の要因を
mixed logit modelによって推計
− Multinomial logit 

+ 各要因のrandom coefficient
+ random effect（データに表れない各企業の
特性が国際化に与える効果）

• データ：企活

国際化確率（％）のシミュレーション(Todo, 2011)
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31.0 
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同地域・産業の国際化企業数

TFP（対数値）

従業員数（対数値）

負債対資産比率

全ての説明変数

ランダム項

データに表れない
企業特性が国際化を
かなりの程度左右

生産性などは
国際化に大きく
影響しない

データに表れない
企業特性とは？

以下の変数が１標準偏差だけ変化した時の国際化確率



日本の中小企業の国際化の決定要因
（Todo and Sato, 2011の改訂版）

• 通常のデータには表れない企業特性として、
中小企業の経営者のリスク・時間選好度、
海外経験の効果を推計

• 「あなたはあるビジネスに投資をすることができます。

このビジネスは成功した場合は100万円の利益を得るこ
とができますが投資金額は返ってこないものとします。

このビジネスは、２回に１回成功するものとします。

この場合、あなたは投資金額がいくらまでならこのビジ
ネスに投資しますか。」リスク選好度の指標

• 「あなたは１ヶ月後に10万円を受け取るよりも、いくら以

上の金額であれば１年１ヶ月後に受け取ることを選択し
ますか。」時間選好度の指標 41 42

決定要因の
推計結果

国際化
「国際化する必要

を感じない」
輸出から
撤退

リスク回避的
(1‐6) －(2%) ＋ なし

近視眼的(0‐1) －(7%) 効果なし なし

海外経験(0‐1) 効果なし ー ー

前年の
輸出比率

＋(2%) ー

国際化の障害
• 海外進出のリスク（リスクをとらなくとも国内がある）

• 海外経験のなさ海外市場の情報が不足

• 初期コスト（国際化してしまえば撤退しにくい）

なぜ国際化しないのか？ （％）

43
0 10 20 30 40 50

知識不足

資金不足

人材不足

現地の政情不安定

必要性を感じない

国際化支援政策の必要性

国際化に関わる2つの外部性

• 国際化知識の伝播により生産性向上
他社へ知識がスピルオーバー

• 国際化のための海外市場情報を自社で獲得
他社へ情報がスピルオーバー

44

企業の国際化支援政策社会の厚生の向上
（特に、情報支援、ネットワーク支援が必要）
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産業クラスター計画における連携の有効性
(Nishimura and Okamuro, 2011a, 2011b)

研究開発の生産性に
対して効果大

効果小／なし

産産・産学ネットワーク支援
（展示会・研究会・商談会）

研究開発費補助

クラスター外の
企業との連携

クラスター内の
企業との連携

地域の国立大学との
産学連携

多様な連携
が必要

46

産産・産学
連携

産産・産学
連携

グローバル
人材・高度
人材の供給

グローバル
人材・高度
人材の供給

直接支援直接支援

中堅・中小企業が国際化するための政策

企業の国際化のための直接支援

47

金融支援
日本政策金融公庫

JBIC 信用保証協会

金融支援
日本政策金融公庫

JBIC 信用保証協会

情報支援

セミナー開催・個別相談・
ネット上の情報提供

JETRO 日本商工会議所
中小企業基盤整備機構

情報支援

セミナー開催・個別相談・
ネット上の情報提供

JETRO 日本商工会議所
中小企業基盤整備機構

ネットワーク支援

展示会・商談会支援

ビジネスマッチング

JETRO 自治体支援団体

ネットワーク支援

展示会・商談会支援

ビジネスマッチング

JETRO 自治体支援団体

リスク支援
貿易保険

リスク支援
貿易保険

新成長戦略では、中堅・中小企業に対する
国際展開戦略支援を特に重視

48

0%

10%

20%

30%
非臥龍企業
臥龍企業
グローバル企業

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング『国際化と企業活動に関するアンケート調査』による結果

国際化支援策の問題点



実は、情報はウェブでたくさん公開されている

49 50

とはいえ、敷居が高い面も

JETROの
ウェブサイト

だから、やはり顔の見える関係を構築して
情報収集・相談することが必要

51

JETRO国内事務所所在地

有効な支援策例：
JETRO新興国進出個別支援サービス

52



有効な支援策例：
ABIC 中小企業支援

53

中堅・中小企業中堅・中小企業

大手商社OB大手商社OB

短期／長期
人材派遣

海外進出支援
経営コンサルティング
海外子会社への派遣

JICAによる政府開発援助ODAを通じた支援

54

中堅・中小企業中堅・中小企業

新興国中間層
BOP（貧困層ボリュームゾーン）

新興国中間層
BOP（貧困層ボリュームゾーン）

JICAの支援：
ニーズ調査
案件調査

BOPビジネス準備

事例：沖縄エネテック

モルディブ等で太陽光
発電システムの導入
の可能性を調査
ODA案件提案

未開拓のフロンティアは世界に多い

55

世界各地域における人口推移（2015以降は予測値）

経済産業省（2013）『アフリカ・ビジネス』

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

56

世界各地域における実質GDP成長率
（％，2013以降は予測値）

IMF, World Economic Outlook

アジア途上国

サハラ以南アフリカ

先進国

ラテンアメリカ

世界平均

ただし、新興国・途上国への進出はリスクも大きいので、
公的支援を十分に受けることが望ましい



企業連携でグローバル化

57

支援策
• JETRO「共同進出支援事業」

• 商工会「共同海外現地進出支援事業」

支援策
• JETRO「共同進出支援事業」

• 商工会「共同海外現地進出支援事業」

事例
• 浜松市の中小10社が東南アジア進出を支援

する事業協同組合を設立（日経新聞2011.10.31）
 （株）オオサキ2012年インドネシア進出

• 会津若松市の日本酒メーカー5社が共同出資
で、アメリカに販売会社設立

事例
• 浜松市の中小10社が東南アジア進出を支援

する事業協同組合を設立（日経新聞2011.10.31）
 （株）オオサキ2012年インドネシア進出

• 会津若松市の日本酒メーカー5社が共同出資
で、アメリカに販売会社設立

つながり支援
は効果的

M&Aの活用
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事例
• ヒューズ・テクノネット（八王子市）が海外進出を
にらんで海外既出の同業企業を買収
（日経新聞2010.12.8）

• 豊田通商、2012年12月フランス系商社CFAOを
買収西アフリカ進出

事例
• ヒューズ・テクノネット（八王子市）が海外進出を
にらんで海外既出の同業企業を買収
（日経新聞2010.12.8）

• 豊田通商、2012年12月フランス系商社CFAOを
買収西アフリカ進出

• 海外進出には一定の規模が必要

• 経験・人材の獲得手段
• 海外M&A 現地の人材・販売網を活用

• 海外進出には一定の規模が必要

• 経験・人材の獲得手段
• 海外M&A 現地の人材・販売網を活用

産学連携による技術革新も重要

59

国際化国際化 技術革新技術革新

産学連携産学連携

支援の事例
千葉信金、中小の産学連携促進

金融機関金融機関

グローバル人材の積極活用

60

支援策（新成長戦略で提唱）

•留学のための官民協力による新たな仕組み

•スーパーグローバルハイスクールの創設

•国際バカロレア認定校の増加

•中学・高校教員の留学支援

支援策（新成長戦略で提唱）

•留学のための官民協力による新たな仕組み

•スーパーグローバルハイスクールの創設

•国際バカロレア認定校の増加

•中学・高校教員の留学支援

経営者・幹部の海外経験
国際化の大幅な進展
経営者・幹部の海外経験
国際化の大幅な進展

生徒・学生の留学
が効果的

生徒・学生の留学
が効果的

例：グレイスワイン（勝沼）
2代目の留学を期に海外へ輸出



グローバル人材の積極活用

61

支援策
•やまなし産業支援機構「留学生との交流会」
2012.12開催

•優秀な留学生の誘致（新成長戦略で提唱）

• JICA青年海外協力隊帰国者情報提供

支援策
•やまなし産業支援機構「留学生との交流会」
2012.12開催

•優秀な留学生の誘致（新成長戦略で提唱）

• JICA青年海外協力隊帰国者情報提供

留学生の雇用で国際化の壁を乗り越える

ケースも多い

留学生の雇用で国際化の壁を乗り越える

ケースも多い

例：金子製作所（埼玉）
輸出の引き合いがあった時に

留学生を雇用して対応

現地の嗜好・制度・慣行を知らねば
海外進出は成功しない
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ユニチャーム
インドネシアで
200軒を訪問

↓
パンツ型オムツへの

需要を発見

ユニチャーム
インドネシアで
200軒を訪問

↓
パンツ型オムツへの

需要を発見

ベネッセ
中国「こどもちゃれんじ」

会員48万人
↑

中国の大学の専門家と
連携し、一から教材作り

ベネッセ
中国「こどもちゃれんじ」

会員48万人
↑

中国の大学の専門家と
連携し、一から教材作り

現地の企業・人材と
連携できる国内人材が

必要

現地の企業・人材と
連携できる国内人材が

必要

現地を理解できる
国内人材が必要
現地を理解できる
国内人材が必要

近の中小企業関連の社会経済的変動

63

部品共通化部品共通化
中小企業金
融円滑化法
の終了

中小企業金
融円滑化法
の終了

TPPなどEPAの
広がり

TPPなどEPAの
広がり

64

TPPの効果推計（Petri, 2013）

政府による
2013年3月発表の推計

ブランダイス大ペトリ教授
による推計

特に
新しく輸出を
始める企業
による生産増

対日投資に
よる生産増

輸出増
による生産増

輸出増
による生産増

臥龍企業の
国際化！

GDPの0.66％
＝1人あたりで25,000円

GDPの1.96％
＝1人当たりで73,000円



TPPの効果推計（Petri et al., 2013）

• GTAPの拡張版によるシミュレーション

– TPPによるFDIの拡大を組み込む
（重力方程式推計を基に）

– Firm heterogeneityを組み込む
（TPPによって国際化のための生産性の閾値

が下がり、これまで国内にとどまっていた企業
が国際化する）

65

TPPを始めとするEPA（経済連携協定）の効果

66

貿易・投資の増大生産性向上
GDP成長率が上昇（成長効果）
貿易・投資の増大生産性向上
GDP成長率が上昇（成長効果）

輸出・投資の増大GDPが増加（レベル効果）輸出・投資の増大GDPが増加（レベル効果）

GDP

時間

TPPの効果推計（戸堂，2013）

67

TPPによる増加
（2020年時点）

(Petri et al., 2013)

1人当たりGDP成長率に
対する効果

貿易量
（対GDP比）

6.8%
1%に対して
0.027%

(Lee et al. 2004)

6.8*0.027
=0.18%

対内FDI
（対GDP比）

3.1%
1%に対して

0.42%
(Alfaro et al. 2004)

3.1*0.42=
1.31%

TPPによる1人当たりGDP成長率の増加分 1.49%

10年後に1人当たり実質GDPが
40万円増加

10年後に1人当たり実質GDPが
40万円増加

中堅・中小企業にとってのTPPのメリット

68

「３．貿易円滑化」分野：
貿易手続きの窓口一本化
迅速化・簡素化

「３．貿易円滑化」分野：
貿易手続きの窓口一本化
迅速化・簡素化

「２１．分野横断的事項」分野：
中小企業に対する配慮が明記

TPP活用のための必要な情報を整理・開示、
発効後の中小企業に対する定期的レビュー

などが交渉で議論されている

「２１．分野横断的事項」分野：
中小企業に対する配慮が明記

TPP活用のための必要な情報を整理・開示、
発効後の中小企業に対する定期的レビュー

などが交渉で議論されている



中堅・中小企業にとって
EPA・TPPのメリットを享受する障害

69

原産地証明の
取得が問題
原産地証明の
取得が問題

日本商工会議所
が発行

日本商工会議所
が発行

JETROなどが講習会を
開催しているが…

JETROなどが講習会を
開催しているが…

JETRO『2012年日本企業

の海外事業展開に関す
るアンケート調査』

輸出におけるEPA利用率
利用を検討中

利用中

TPPの効果に関する留意点

• 実際には生産性以外の要因が国際化を
大きく左右する可能性

TPPだけでは国際化が進まないかも
（特に中小企業）

TPP以外の政策を組み合わせることが必要
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ナノコーティング・
フィルム
（スマホ・

有機EL用等）

1931年創業
カーテンの

染色加工等の
繊維企業

部品の共通化の進展

71

技術力のある日本の中小企業にとって、
むしろ世界的サプライヤーとなるチャンス

鈴寅（現積水ナノコートテクノロジー）

サムスングループ
フィルム事業買収

出所：中部産業連盟『プログレス』2011年5・11月号
写真：積水ナノコートテクノロジーhttp://sekisuinct.co.jp/

世界シェア
10%

世界シェア
10%
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部品の共通化の
進展

部品の共通化の
進展

中小企業金融円滑化法の
終了

中小企業金融円滑化法の
終了

「国際化する必要性を感じない」
（政策のおかげで、国内でやって行ける）

という状況が変化

「国際化する必要性を感じない」
（政策のおかげで、国内でやって行ける）

という状況が変化

技術力のある中小企業に
とってはむしろチャンス

技術力のある中小企業に
とってはむしろチャンス

国際化・産学連携・
M&Aに対する支援

が必要

国際化・産学連携・
M&Aに対する支援

が必要



グローバル化すべきなのは

製造業だけではない

73

サービス業
宅配 飲食
美容 教育

… 建設業

インフラ

農業
水産業

コンテンツ
ファッション

医療
大学

DADA（美容室）

• 東京・大阪など4店舗
• 2006年上海進出・2013年蘇州店開店

• 「有名店が進出しないうちに、うちが中国を押さえ
てしまおうと思いました」（竹村社長） ［中小機構ウェブサイト］

中小のサービス業にも勝機はある

ゼロ・サム（携帯電話向けシステム・ソフトウェア）

• 京都のベンチャー、従業員35名
• インドで携帯電話向けコミック配信
• 「文化や社会のルール、宗教など、
現地を知ろうとする努力が必要。
そのうえで、コミュニケーションを十分とる。」
［中小機構ウェブサイト］ 74

起業支援

75

起業家の
Uターン・

Iターン支援

シニア人材
のUターン・
Iターン支援

ベンチャー
資金

グローバル化
支援でもある

場の提供
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76Source: Global Entrepreneurship Monitor (http://www.gemconsortium.org/)

日本

起業家を好ましいキャリアと考える人の割合

日本は起業 後進国



77

地域の
つながり
地域の
つながり

中小企業の
国際化

中小企業の
国際化

日本経済の
成長へ

日本経済の
成長へ
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